
 

 
 

 
 

【子育て支援施設編】 

 

 



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 120
2019 58,147

120

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 広葉町2丁目4番地1 敷  地  面  積 2,532

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 すみれ保育園

大分類 子育て支援施設 中分類 幼保・こども園 施設番号

（地区） 北広島団地 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和49 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定避難所

建 物 構 造 SB 延 床 面 積 725 経 過 年 数 46

4,115 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

105 106

概算更新コスト 239,250 千円 法定耐用年数 38 市民1人当たり更新コスト

94  102 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

2,470               維持管理委託料　 4,717               

平成31年度分 その他 2,608               敷地借上料 -                     

7,164               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 4,417               

国　費 689                 火災保険料 10                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 50,550             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 63,481 その他維持費 -                     

その他運営費 22,839              

小　計 54,337 

合　計（①＋②） 63,481 

小　計 9,144              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 26,778              

光熱水費 4,720               

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 622,363 円/人 1,092 円/人 87,560

H4 内部改修その2 567

H4 内部改修 15,296

H7 暖房機設置 4,717

H7 床改修 14,163

H20 排水管等布設替え 3,150

H16 鋼管煙突改修ほか 5,405

H28 遊戯室床等改修 4,266

H24 児童用トイレ改修 1,880

R1 外部改修 3,564

維持管理委託料は他3園と延床面積により按分。利用者数は園児数。人件費は臨時・非常勤保育士分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

11 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

1,092 （円/㎡）
当たりのコスト

121 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

87,560 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 121
2019 58,147

121

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 高台町7丁目4番地 敷  地  面  積 2,631

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 すずらん保育園

大分類 子育て支援施設 中分類 幼保・こども園 施設番号

（地区） 北広島団地 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和52 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定避難所

建 物 構 造 SB 延 床 面 積 768 経 過 年 数 43

4,359 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

77 70

概算更新コスト 253,440 千円 法定耐用年数 38 市民1人当たり更新コスト

70  72 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

1,916               維持管理委託料　 8,909               

平成31年度分 その他 3,071               敷地借上料 -                     

4,221               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 835                 

国　費 65                   火災保険料 11                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 48,043             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 57,316 その他維持費 -                     

その他運営費 21,264              

小　計 51,661 

合　計（①＋②） 61,416 

小　計 9,755              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 26,499              

光熱水費 3,898               

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 853,000 円/人 1,056 円/人 79,969

H7 未満児室床改修 937

H4 内部改修 1,339

H12 暖房機更新 6,405

H11 外壁・屋根改修ほか 12,100

H22 給湯設備更新 2,583

H16 鋼管煙突改修 1,250

H26 トイレ改修 3,165

H22 給油設備改修 2,793

H29 内外部修繕 3,186

維持管理委託料は他3園と延床面積により按分。利用者数は園児数。人件費は臨時・非常勤保育士分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

7 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

1,056 （円/㎡）
当たりのコスト

113 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

79,969 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 122
2019 58,147

122

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 稲穂町東1丁目6番地1 敷  地  面  積 1,999

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 稲穂保育園

大分類 子育て支援施設 中分類 幼保・こども園 施設番号

（地区） 東部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和56 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定避難所

建 物 構 造 SB 延 床 面 積 716 経 過 年 数 39

4,063 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

102 103

概算更新コスト 236,280 千円 法定耐用年数 38 市民1人当たり更新コスト

91  99 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

885                 維持管理委託料　 4,466               

平成31年度分 その他 3,713               敷地借上料 -                     

7,080               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 952                 

国　費 65                   火災保険料 10                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 45,711             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 57,454 その他維持費 -                     

その他運営費 22,439              

小　計 52,026 

合　計（①＋②） 57,454 

小　計 5,428              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 25,412              

光熱水費 4,175               

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 580,343 円/人 988 円/人 80,243

H11 地域子育て支援センター設置 3,759

H10 トイレ改修 1,838

H14 暖房機更新 10,784

H14 外壁改修・屋上防水 14,700

H22 調理室改修及び園舎改修 31,080

H16 給排水管更新 4,515

H30 外部改修 4,709

H27 床修繕 3,294

R2 内部改修 1,859

維持管理委託料は他3園と延床面積により按分。利用者数は園児数。人件費は臨時・非常勤保育士分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

12 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

988 （円/㎡）
当たりのコスト

103 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

80,243 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 123
2019 58,147

123

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 輪厚中央4丁目13番地1 敷  地  面  積 844

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 輪厚保育館

大分類 子育て支援施設 中分類 幼保・こども園 施設番号

（地区） 西部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和55 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定無し

建 物 構 造 SB 延 床 面 積 253 経 過 年 数 40

1,436 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

25 24

概算更新コスト 83,490 千円 法定耐用年数 38 市民1人当たり更新コスト

25  25 認可保育園へ貸与

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

10,318             維持管理委託料　 52                   

平成31年度分 その他 -                     敷地借上料 -                     

518                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 -                     

国　費 20,644             火災保険料 4                     

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 31,202             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 62,682 その他維持費 -                     

その他運営費 -                     

小　計 62,626 

合　計（①＋②） 62,682 

小　計 56                  

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                     

光熱水費 -                     

運営委託料 62,626              

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 2,507,280 円/人 1,078 円/人 247,755

H5 床改修 700

維持管理委託料は他3園と延床面積により按分。利用者数は園児数。施設運営ｺｽﾄは、当該施設で認可保育所を
運営しているNPO法人子どもの家あおぞら保育園に市が支払った給付費と補助金の額で、財源内訳についても
給付費と補助金の財源となっている。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

1 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

1,078 （円/㎡）
当たりのコスト

105 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

247,755 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 124
2019 58,147

124

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 大曲光2丁目8番地 敷  地  面  積 1,202

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 大曲東学童クラブ

大分類 子育て支援施設 中分類 幼児・児童施設 施設番号

（地区） 大曲 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 平成9 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定無し

建 物 構 造 W 延 床 面 積 325 経 過 年 数 23

1,844 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

106 101

概算更新コスト 107,250 千円 法定耐用年数 22 市民1人当たり更新コスト

119  109 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

3,455               維持管理委託料　 526                 

平成31年度分 その他 -                     敷地借上料 -                     

2,631               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 389                 

国　費 3,455               火災保険料 18                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 17,089             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 26,630 その他維持費 -                     

その他運営費 5,345               

小　計 25,485 

合　計（①＋②） 26,418 

小　計 933                 

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 19,259              

光熱水費 881                 

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 242,367 円/人 454 円/人 81,286

H25 屋根等修繕 1,754

H17 B館増築工事 24,150

人件費は会計年度任用職員分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

10 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

454 （円/㎡）
当たりのコスト

105 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

81,286 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 125
2019 58,147

125

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 輪厚中央1丁目10番地2 敷  地  面  積 2,105

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 輪厚児童センター

大分類 子育て支援施設 中分類 幼児・児童施設 施設番号

（地区） 西部 うち借地面積  -

複合・併設施設 西部学童クラブ 建 築 年 度 平成15 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定無し

建 物 構 造 S 延 床 面 積 495 経 過 年 数 17

2,809 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

13,703 11,915

概算更新コスト 163,350 千円 法定耐用年数 34 市民1人当たり更新コスト

10,902  12,173 輪厚児童センター/委託、西部学童クラブ/市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

2,420               維持管理委託料　 1,268               

平成31年度分 その他 -                     敷地借上料 -                     

850                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 448                 

国　費 2,420               火災保険料 14                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 23,060             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 28,750 その他維持費 -                     

その他運営費 2,549               

小　計 27,019 

合　計（①＋②） 28,749 

小　計 1,730              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 9,224               

光熱水費 1,181               

運営委託料 14,065              

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 2,362 円/人 494 円/人 58,079

人件費は西部学童クラブの会計年度任用職員分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

3 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

494 （円/㎡）
当たりのコスト

50 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

58,079 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から対策の検討時期と判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 126
2019 58,147

126

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 輪厚中央1丁目12番地1 敷  地  面  積 15,187

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 西部第二学童クラブ

大分類 子育て支援施設 中分類 幼児・児童施設 施設番号

（地区） 西部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 平成6 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定無し

建 物 構 造 W 延 床 面 積 85 経 過 年 数 26

482 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

14 20

概算更新コスト 28,050 千円 法定耐用年数 22 市民1人当たり更新コスト

26  20 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

1,706               維持管理委託料　 202                 

平成31年度分 その他 -                     敷地借上料 -                     

366                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 285                 

国　費 1,706               火災保険料 7                     

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 6,057               工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 9,835 その他維持費 -                     

その他運営費 1,533               

小　計 9,341 

合　計（①＋②） 9,835 

小　計 494                 

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 7,635               

光熱水費 173                 

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 491,750 円/人 169 円/人 115,706

H26 西部第二学童クラブ整備 6,480

西部中学校校長宅を転用。人件費は会計年度任用職員分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

4 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

169 （円/㎡）
当たりのコスト

118 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

115,706 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2020 Ｎｏ． 127
2019 58,147

127

所管部課 子ども家庭課

所   在   地 中央4丁目4番地 敷  地  面  積 18,273

調査実施年度 令和2年度

施  設  名 東部学童クラブ(Ｈ31.3月頃竣工)

大分類 子育て支援施設 中分類 幼児・児童施設 施設番号

（地区） 東部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 平成30 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避 難 所 指 定 指定無し

建 物 構 造 W 延 床 面 積 344 経 過 年 数 2

1,952 円/人

利用状況
H29年度 H30年度 R1年度 平均利用者数 管理形態

概算更新コスト 113,520 千円 法定耐用年数 22 市民1人当たり更新コスト

104  35 市直営

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

4,078               維持管理委託料　 -                     

平成31年度分 その他 -                     敷地借上料 -                     

3,107               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 30                   

国　費 4,078               火災保険料 40                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 17,182             工事請負費 -                     

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 28,445 その他維持費 -                     

その他運営費 7,740               

小　計 28,375 

合　計（①＋②） 28,445 

小　計 70                  

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 19,350              

光熱水費 1,285               

運営委託料 -                     

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 812,714 円/人 489 円/人 82,689

人件費は会計年度任用職員分。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

11 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

489 （円/㎡）
当たりのコスト

9 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

82,689 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化していないと判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0


